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少子高齢化が進むなか、後継者不足による事業承継
の問題は中小企業等の経営者にとって喫緊の課題です。
日本政策金融公庫は国民生活事業・農林水産事業・
中小企業事業の３事業で構成され（表1）、お取引先が
培ってきた技術・ノウハウ等の貴重な経営資源や雇用を
喪失させないよう、政策金融機関として、事業承継の円
滑化を資金・情報の両面から支援しています。

1. 資金面での取り組み
はじめに資金面として事業承継関連の融資実績をみる

と、令和３年度は全体で2,380件（前年度比165％）、
766億円（同160％）となりました（表2）。過去の融資事
例は以下のとおりです。

2. 情報面での取り組み
当公庫福井支店・武生支店は2021年4月に福井県

事業承継・引継ぎ支援センター（以下、センター）と業務
連携してから、支援を強化しています。各事業の主な取り
組みは以下のとおりです。
⑴　国民生活事業

国民生活事業では、主な支援策として２つあります。1つ
目は「事業承継診断」です。お客さまが事業承継を考える
きっかけとなるよう、資金のご相談やご融資後のフォロー
アップの機会を利用して、お客さまの課題に応じた情報提
供やセンターへの取次ぎ等を積極的に行っています。

２つ目は「事業承継マッチング支援」です（図1）。これ
は後継者が不在の小規模事業者と創業希望者や既存の
事業者をつなぐ取り組みです。2022年度からは、当公庫
のホームページに譲渡希望企業の実名情報を開示する

「後継者公募取り組み」も開始しており、関係機関の皆さ
まともに連携しながら取り組んでいます。

また、当公庫では長年培ったノウハウを活かし、事業を
受け継いでスタートする創業形態「継ぐスタ」の実現に向
けた支援にも継続的に取り組んでいます。
⑵　農林水産事業

農林水産事業では、農地や農業用施設、山林、漁船と
いった事業資産を有効活用していく必要があることか
ら、廃業等により使われなくなった経営資源を意欲のあ
る新たな担い手につなぐ取り組みを「経営資源マッチン
グ」として全国規模で実施しています（図2）。稲作経営で
は、担い手の高齢化等により耕作できなくなった農地を
関係機関と連携して新たな担い手につなぐお手伝いを
行っています。

⑶　中小企業事業
中小企業事業では、「サプライチェーン事業承継」に取

り組んでいます（図3）。これは、自社のみならず、サプライ
ヤー（外注先）の廃業リスク等にも目を向け、サプライ
チェーン全体の円滑な事業承継の重要性をお客さまに
意識喚起する取り組みです。サプライチェーンを維持して
いくうえで、代替外注先の確保や内製化等を早めに検討
することが期待されます。

事業承継を具体的に検討するにしても、何から始めれ
ばよいかがわからないお客さまがほとんどです。当公庫
は、引き続き、センターと密に連携しながら、県内の事業
承継を積極的に支援してまいります。
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●融資事例１

お客さま 地域の酪農ヘルパー Y氏

相談内容

　高齢で後継者のいない酪農家Z氏から
事業譲渡を打診され、受けることを決意。
　Z氏は事業承継に際して、牧場を法人
化、経営資産を会社で引き受けY氏と共同
経営を開始。ノウハウ等を引継ぎ、4年後に
Y氏が代表に就任し、法人の名称を改名。
　Y氏は経営基盤強化のためZ氏から経
営承継時に賃借した借地の取得を決意
し、当公庫に相談。

支援概要 　当公庫はY氏の経営能力等を評価し、
農地取得に必要な資金を融資。

●融資事例２

お客さま 受託開発ソフトウェア業者

相談内容

　現社長は、2年前に前社長から代表権
を譲り受けたが（従業員承継）、株式は前
社長をはじめとした旧経営陣が大半を保
有しており、その移転方法について模索し
ていた。
　こうしたなか、現社長はMBOスキーム

（持株会社を設立し、株式を買い取る方
法）を知り、検討することとしたが、相談で
きる専門家がおらず、その是非や方法につ
いて悩んでいた。

支援概要

　公庫職員（支店）は、本部と連携しなが
ら、MBOスキームを熟知する外部専門家

（公認会計事務所等）を複数紹介。お客さ
まは、そのうち１事務所と契約し、株価算
定や持ち株会社設立等の準備を進めるこ
ととなった。
　当初相談から約１年半後、MBOスキー
ムが固まり、旧経営陣との合意も得られた
ことから、現社長等の出資により、持株会
社を設立。
　当該持株会社による当社株式の買取資
金について、お客さまは当公庫・民間金融
機関の協調融資を受け、旧経営陣からの
株式買取が実現した。

表2　事業承継関連の融資実績（当公庫全体）

年　度 平成29 平成30 令和元 令和2 令和3
件数（件） 2,467 5,593 9,047 1,442 2,380

金額（億円） 424 882 1,503 478 766

表1　当公庫の主な業務

国民生活事業
国民一般向け業務

（小口の事業資金融資・創業支援・
事業再生支援・事業承継支援等）

農林水産事業 農林水産業者向け業務
（農林水産業者向け融資等）

中小企業事業
中小企業向け業務

（中小企業への長期事業資金の融
資・新事業支援・事業再生支援等）

資料：当公庫作成（以下同じ）

（参考）事業承継までの流れ

図1　事業承継マッチング支援イメージ図

図3　サプライチェーン事業承継イメージ図

図2　経営資源マッチングイメージ図

（参考）スキーム図

株式会社日本政策金融公庫 福井支店　
〒918-8004 福井市西木田２-8-1  福井商工会議所ビル
TEL：（国民生活事業）0570-045-462
　　　（農林水産事業）0776-33-2385
　　　（中小企業事業）0776-33-0030

株式会社日本政策金融公庫 武生支店
〒915-0071 越前市府中1-2-3  センチュリープラザ
TEL：（国民生活事業）0570-045-515
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